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令和４年11月22日
条例第２回策定検討委員会

前文（要約）

■ 地球温暖化は喫緊の課題。人間の影響が温暖化を進
行させてきたことは疑う余地がない。パリ協定の下、温室
効果ガスの排出削減の取組が世界各国で進められてい
るが、温暖化は急速に進行中。

■ 本県でも令和2年、令和４年と立て続けに豪雨災害に
見舞われるなど、取組の強化と加速化が求められている。

■ 本県は令和2年8月に「ゼロカーボンやまがた2050」を
宣言し、省エネの推進や再エネの拡大により化石燃料
からの脱却を図り、人間の社会活動による気候変動へ
の影響を最小限に食い止めることを決意した。

■ 気候変動への対処を契機として社会経済構造の変
革を推進し、持続可能な社会を構築していかなけれ
ばならない。特に、地域の条件に適した再エネを積
極的に利用して地域の脱炭素化を行い、併せて地域
の環境の保全、地域課題の解決と地域社会経済の
持続的発展を図る必要がある。

■ このふるさと山形県の健全で恵み豊かな環境の下
に、将来にわたり健康で文化的な生活を営んでいくた
め、県、事業者及び県民が相互に協力しあい、2050
年までの脱炭素社会の実現に向けた取組みを推進し
ていくことを決意し、この条例を制定する。

１．目 的（第1条）

■ 2050年までの脱炭素社会の実現に関し、

県、事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、

施策の基本となる事項を定め、

脱炭素社会の実現に向けた施策(脱炭素施策)を総合的かつ

計画的に推進することにより、脱炭素社会の実現を図り、もって

現在および将来の県民の健康で文化的な生活の確保を図る

２．基本理念（第3条）

■ 脱炭素施策の推進は、

県環境基本条例及びパリ協定の趣旨を踏まえ、

環境の保全と経済及び社会の持続的発展を推進しつつ、

本県における2050年までの脱炭素社会の実現を旨として、

県、事業者、県民等の密接な連携の下に自主的かつ積極的に

行われなければならない。

３．責 務（第4～6条）

・ 脱炭素施策の策定と、総合的かつ計画的な施策推進
・ 市町村が行う施策について広域的な観点から調整、支援

・ 脱炭素社会の実現の必要性に関する理解を深め、事業活動
に関する取組を自主的かつ積極的に実施

・ 脱炭素社会の実現の必要性に関する理解を深め、日常生活
に関する取組を自主的かつ積極的に実施

4．推進計画（第7～8条）

■ 知事は、脱炭素施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
めの計画を定める

■ 知事は、毎年、推進計画に基づく施策の実施状況を公表す
る

５．脱炭素社会の実現に向けた基本的施策(第9～15条)

(1)再エネの利用による地域の脱炭素化 (2)事業活動に伴う排出削減 (3)日常生活における排出削減

(4)森林等による吸収作用の保全等

（7）気候変動適応の推進(5)脱炭素学習の機会の提供等 (6)研究開発等の推進

６．推進体制等(第16～18条)

■ 県は、県民、事業者、市町村、山形県地球温暖化防止活動推進センターその他関係機関と連携し
脱炭素施策を推進するために必要な体制を整備する

７．その他(附則)
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■ 県は、国、他の地方公共団体と連携・協力して脱炭素施策を推進する

■ 県は、脱炭素施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずる
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例） ・ 地域に適した再エネの積極利用
・ 再エネの地産地消

例） ・ 機械器具の省エネ性能向上
・ 輸送方法等の見直し
・ 農業での排出削減

・ 住宅の省エネ性能向上
・ 自転車・公共交通機関の利用
・ ごみの削減 等

例）・ 森林、緑地の整備の促進
・ 森林保全活動参加促進

・ 県産木材利用促進
・ 藻場の保全・整備 等

例）・ 被害の防止・軽減 ・ 気候変動活用例） ・ 学習機会への積極参加 ・普及啓発 例） ・ 連携の強化 ・研究成果の普及

資料１


